
（１）事業類型
■中小企業（通常枠）

（２）補助事業計画名

電子リサイクルを用いたリサイクルシステムの総工・設置による解体事業の業務効率化

廃棄物処理業中 分 類 項 目
名88コード本事業で取り組む対象分野となる事業

（日本標準産業分類、中分類ベース）
（３）事業計画書の概要
本計画はこれまで主に解体業、及び収集運搬業が主な事業であった弊社が、コロナ禍の影響で売り上げ減少に対応するた
め、既存事業の体制を維持し、電子分解炉を用いた革新的なリサイクル業に参入するためのものである。
現在、中間処理業者の資格を有していないが、「屋内での処理」に限定すれば近隣の承諾が不要なため許可取得が可能と
し、その要件と基準となる処理能力を満たすたの処理設備（ファクトリー）建設と専用設備の設置を行う。

（設備系）の設備投資が急務であり、加えて実施体系を構築するための（外注費、労務費）が必要である。 （同じく必
要経費であるが別で補填可能な対象）は（外注やコンサル、委託先）で対処できると想定。
現状、コロナ危機対応を含めた借入枠は限度額目前であるが、SDGsに対応した新技術の開発もしくは獲得のためには資金
が必要である。よって、諸般費用の補助を申請する。

弊社のような中小企業が新しい取り組みを始める先駆けを担い、周辺企業や地域経済の救済基盤となることができればと考
え、本計画を実施するに至った。
収益性と独自性を両立させた事業体として社会貢献活動に取り組む所存である。

（４）事業再構築の類型
☐新分野展開 ☐事業転換 ■業種転換 ☐業態転換 ☐事業再編

事業計画書
株式会社 KT工業

代表取締役 加藤 幸広

2747201000916法人番号

商号又は名称:株式会社KT工業
法人代表者役職・名称:加藤 幸広
本社所在地:〒515－0052 三重県松阪市山室町 252-2

創業・設立日（西暦）
2020年

従業員数:
8人

資本金
900万円

職別工事業(設備
工事業を除く) 

中分類項目名07コード主たる事業（日本標準産業分類中分
類ベース）
電話番号: 0598-30-8191
webページ:https://kt-kogyo.jp/
補助事業の主たる事業実施場所

■国内 □海外■本社所在地と同一 □本社所在地と異なる

所在地:三重県松阪市山室町 252-2
事業署名: 株式会社KT工業

①基本情報



事業体の概要
②事業概要

地域の「くらし」を支える礎として、「解体工事業」「産業廃棄物収集運搬」「土工工事業」を行っている。

・解体工事業…古くなった木造住宅や鉄筋コンクリートの建物などを、手作業と重機作業を併用して解体を行っている
・産業廃棄物収集運搬…県の認定を受けた許可業者として、専用車を使い分けながら効率よく収集運搬を行っている
・土工工事業…重量物の運搬配置、くい打ち、コンクリートによる工作物の築造・コンクリート工及びその他基礎的ないし準備
的工事を行っている。

2.事業進況
（ア）沿革

事業の経緯説明時期

個人事業主として開業し解体工事業、産業廃棄物収集運搬に携わってきました。2015年

「株式会社KY工業」として法人化、設立2020年

これまで事業体としては解体工事業以外を手掛けたことはなく、IT部門の知識にも疎く、どちらかといえばインターネッ
トを活用した積極的な活動等は行っておりませんでした。
そんな当社が新しく産廃（リサイクル）事業への参入を一念発起した理由は以下の通りです。

1 信頼できる事業パートナーがいること
計画のきっかけは親交のあった企業様からのアイディアの立案でした。また事業展開における近隣の提携企業との協

力体制もとれ、新事業運営には十分な商機があると見込んでいます。詳細については後述していきます。

2 これまでにないビジネスの転換が求められていること
コロナウィルスが猛威を揮った昨今、アナログの技術だけでなく時代のニーズに即した非対面、デジタル技術の活用なしに

経営体制を維持していくことは困難だと痛感しました。

新型コロナウイルスの影響として、外出自粛やテレワークの普及により在宅時間が増加したことから住宅への関心が高
まる中で、更なる顧客単価を向上させるためにも新たな付加サービスを展開することが必要であると考える。
新たな付加サービスとしては消費者ニーズである「安心・安全の提供」や社会的ニーズである「省エネなど環境への配
慮」を考えた専用機器、設備を取り入れる。

これまで事業体としては解体工事業以外を手掛けたことはなく、IT部門の知識にも疎く、どちらかといえばインターネッ
トを活用した積極的な活動等は行っておりませんでした。
そんな当社が新しく産廃（リサイクル）事業への参入を一念発起した理由は以下の通りです。

1 信頼できる事業パートナーがいること
計画のきっかけは親交のあった企業様からのアイディアの立案でした。また事業展開における近隣の提携企業との協

力体制もとれ、新事業運営には十分な商機があると見込んでいます。詳細については後述していきます。

2 これまでにないビジネスの転換が求められていること
コロナウィルスが猛威を揮った昨今、アナログの技術だけでなく時代のニーズに即した非対面、デジタル技術の活用なしに

経営体制を維持していくことは困難だと痛感しました。

新型コロナウイルスの影響として、外出自粛やテレワークの普及により在宅時間が増加したことから住宅への関心が高
まる中で、更なる顧客単価を向上させるためにも新たな付加サービスを展開することが必要であると考える。
新たな付加サービスとしては消費者ニーズである「安心・安全の提供」や社会的ニーズである「省エネなど環境への配
慮」を考えた専用機器、設備を取り入れる。

（イ）本事業の動機と参入余地について

後述の環境省の調査のように、産業廃棄物処理業
の市場規模は5.3兆円（H22年度）と推計されて
いる。さらに、産業廃棄物処理だけでなく、一般廃棄
物処理・リサイクル業全体として（推計）12兆円を
超える巨大な市場となっている。産業廃棄処理許可
業者における業種別売上高（左図）によると“収集
運搬のみ”の事業者の場合、その売上が1,000万
円以上の事業者は2割程度と市場
規模は小さい。一方、産廃処理大手業者は家電リ
サイクル法や建設リサイクル法等各種リサイクル制度
への対応等の独自性を持つことで事業規模を拡大
し、年間売上が100億円を超える企業も徐々に増
加している。 許可業者における産業廃棄物処理業の売上高

（データ出典）環境省「H23年度産廃処理業実態調査業務報告書」より

（ウ）事業の特徴
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近年の労働人口減少とＳＤＧｓの思想により、産廃処理業に対しては、生産性向上や廃棄物発生量の減少、
低炭素化、再資源化率向上といった特殊技術開発、ＣＳＲ調達といった信頼性向上が強く求められる。そのよう
な専門性、それに付随する特殊技術、技能を開発取得した業者の先行優位性を得るための企業努力を進め、
壊せばそれでいいという時代から、どのように壊すか
（後処理まで含めて）のメソッドを
ＳＤＧｓの思想の下に確立する。

顧客
ニーズ

【マクロ】
日本の空き家数は年々増加しており、昭和38年と比較し
て約16倍までになっており、その市場規模は5.3兆円に上
る。スクラップ＆ビルドを旨としてきた日本では老朽化した建
築物はリフォームではなく建て替えの対象であり、解体、リサイ
クル案件は今後、さらに増加するとともに、ＳＤＧｓの思
想から特殊技術が求められる。

【ミクロ】
ＳＤＧｓが叫ばれる中、日本式のＳ＆Ｂは批判の対象と
なり続けてきた。壊すのではなく、うまく再利用するという思想
のもと、廃材を出す解体事業に対して、どのようなブレーキが
かかるかが不透明であり、業界の将来性を楽観するのは危
険になっている。また、所有者不明土地の解消に向けた民事
基本法制の見直し等の行政の動向もあり、産廃事業の市
場規模は、さらに加速すると予測される。

市場
規模

商圏の
動向

産業廃棄物処理業界
の推定市場規模

（データ出典）環境省「H23年度産廃処理業実態
調査業務報告書」より

下、右図は商圏である松阪市内の廃棄物の実態調
査であり、近隣と都市と比較し、
産業廃棄物（企業による廃棄処理）の比率が大きく、
近年総量は減少傾向だが、
資源化率も下がっており
環境問題や市町村の動向、政策的な観点からも、
本計画の提供価値とミクロニーズは合致する。



（エ）SWOT分析

（オ）売上減少の状況と補助金の必要性

弱み:Weakness強み:Strenghts

内
部
環
境

 有事の際の対応が難しい
 ネット部門が弱い
 新たな設備投資や研究開発のための資金が不足

 現場スタッフの年齢層が若く、体力に自信のある人員が
揃っており労働力としては非常に優れている

 解体業や収集運搬業で培ったノウハウや設備を活かせ
る

 将来的な方針が前向き
【解決策の提議】
 非対面式の販路を取り入れ、感染症対策に努める
 積極的に外部の専門家にアウトソーシングする。

【向上のために】
■産廃の発生時点からリサイクルまでサプライチェーンを拡
大を図る

脅威:Threats機会:Opporrunities

外
部
環
境

 後継者不足による地域の生産力低下
 参入障壁が低くレッドオーシャン化
 SDGsに基づく法規制強化の可能性

 成熟市場であるため新規参入可能性が低い
 視察の受け入れにより知名度が高い
 独自技術を獲得できればブルーオーシャンを独占できる

【講じる対策】
 価格競争に負けない基盤づくりを構築し、有事に備え

た人員の確保や保障、商品保管などの対応について
社内整備を心がけておく。

【逃さない準備】
 提携企業と円滑な連携をとるため、部門毎に適切な業

務分担の振り分けと責任者の配置、各担当者の技能
向上の教育を実施する。

合計西暦年月西暦年月西暦年月2020年4月以降の連続する
6ヶ月のうち任意の3ヶ月 6月2020年5月2020年4月2020年

¥29,627,040¥12,483,829¥11,030,779¥6,112,432売上高
合計西暦年月西暦年月西暦年月

コロナ以前の同3ヶ月
6月2019年5月2019年4月2019年

¥38,899,876¥14,555,301¥16,661,857¥12,629,563売上高
32.4%14.2%33.8%51.6%売上高減少率

コロナ影響を受ける前の令和元年度の売上は、当社の業界に対する認知率も上がり、好調に推移していました。
但し、コロナ禍の影響が生じた令和２年4～6月の売上高 は前年比で約３０％以上減少した。

令和2年度は一時的に赤字となったが、計画修繕であり、
会社全体としては⾧期負債が無く財務状況は健全であるため資金繰りに問題ないものと考えます。

また本企画の実装について収益構造がシンプルかつ堅実なため、当補助金の確保による事業再建の目処が立てやすい構
図となっており、詳細については後述していきます。

事業基盤を構築する段階では
（1）設備投資に相当額の資金比重の転換が必要となるため、サービスの低価格化
（2）効率的な販売チャンネルの整備
（3）顧客ターゲットを絞る
の３点が重要であると考えている。
そのため、（1）～（3）それぞれに対しアプローチするため、「設備投資」「販促費」「宣伝費」に資金を充てる計画である。

既存事業の体制を維持し、既存の（BtoC）の販路から（BtoB）に対してサービス提供を行うために上述の
設備投資（電子分解炉／コンベヤー／破砕機／施設総工費）を必須とし、同じく必要経費である販促費、宣伝費な
どは外注費やコンサル、委託費として最小限で対処する。
加えて、実施体系を構築するための労務費・備品購入費が必要であり、諸般の少額な費用に関しては自己財源を充てる
予定である。ただし、今後の事業拡大に伴う諸経費を想定し、相応の運転資金を保持しておくことも好ましいと考えている。

今後の事業拡大においては、資本を設備投資に充てるとともに、人員の確保・事業体の基盤整備を目的とし中核を担う
人材を育成する構想。
このまま先行きが不透明な経済回復を待つのではなく、積極的に経営方針を変えていくべきと考え一念発起し、本計画を
実施するに至った。



中間処理施設として稼働、運営を目指す （第二期）

以下の要点をクリアする事で将来的には中間処理施設としての処理量の基準*1をクリアし、運営の構想を敷いている。
 約18立米（混合処理4.38ｔ/日）の処理量を確保する事
 屋内での処理に限定し、近隣住民の許可が不要なの事

↓の表は一般的に公開されている処理費用だが解体業者は概ね安価となり、1立米あたり1万円程度が業界の相場。2tダンプ
（4立米）の場合、運搬費+処理費＝約6万円が相場価格となる。
本計画では約15％安い5万円で算出し、且つ安定的な収益を見込んでいる。

専用施設を建造、必要機器設備を設置し屋内で産廃・リサイクル業を運営する （第一期）
（電子分解炉801型1台 ・コンベヤー ・破砕機×1台）

提供価値

事業計画名:電子リサイクルを用いたリサイクルシステムの
総工・設置による解体事業の業務効率化

1セット:36㎡（約11坪）
・電子分解炉801型×2台 ・・・混合処理:1.2ｔ/日
※要コンベヤー、破砕機

コンベヤーで機器の開口部へ投下、
動力観点と種別により処理性能に差があるため、破
砕機での一次減容、電子分解炉への投下分別等、
ケースで使い分ける構造に設定する。

クレーンで投下

収集コンテナ

【設備内配置イメージ】

1．クレーンで破砕気にかけコンベヤーに流す
2．機器上部に設置された開口部より投入
3．基本処理中の人為的操作は不要だが管
理者*だけ置く
4．残土を回収、保管

*作業に要する労力は少ないため、管理者は1セッ
トに1人で良い。機器の仕様上、爆発の心配はない
が、万一の事故には細心の注意が必要である。

電子分解炉801型は投下したごみが燃料となり可動継続する仕組みのため、投下量を絶やさない事、つまり
【安定供給】・・・中間処理施設として低価格化を図り、受注を安定化することが結果として生産性向上に繋がる
以上が運用上の留意点となる。

※ファクトリー×2セット（正
確には最低1.3セット以
上）必要

※別途、建屋（施設）の
総工費約3000万円（建
坪:100）が必要

コンベヤー

電子分解炉

破砕機

形状で分別

残渣セラミック

1.具体的取組内容



既存事業では解体業、収集運搬事業を展開しているが、SDGs
時代に即した環境に負荷をかけない解体事業を目指して、電子
分解炉を用いた革新的なリサイクル業への新規事業展開を図
る。
併せて、本システムの導入により当社のビジネスの母体である解
体業界の二大課題である「産廃処理場不足」と「職人不足」に
対する抜本的な解決を図る。産廃業者・バイオマス事業の需要
の推移は増加傾向にあり、今後の自然環境保護の意識向上と
相乗効果を得るため、ビジネスの媒体を転換することは絶大なメ
リットとなり得る。
本事業は計画のステップアップにおいて、
■革新技術による業務効率化と
■自社廃棄物の処理によるコストカット
を並行して行いながら、堅実な収益基盤のもと、事業実施が図
れると想定している。その根拠は前述した商圏内の産廃需要の
総量と右図に示す本計画の対象物の単価が高いため、
実施に至れば確実な収益を見込むことが可能と考える。

現状の産廃処理業界の仕事は大手企業に一極集中したものだ
けに中小企業のパイオニアとしての地位を築き先行利益を狙う。

当社が新規事業転換に一念発起した理由と参入余地

“電子分解炉”を用いた電子リサイクルシステム
電子分解炉は可燃性有機廃棄物を熱分解し、セラミック状の灰に転換（無機化＆リサイクル可能）して大幅に減容
する廃棄物処理装置である。① 低コスト、② 高い減容率、③ 無公害の特徴を持ち、特に、含水率が高い、オムツ、
糞尿に対する効果的な処理、注射針などの医療系廃棄物の処理も可能である。当社のような中小企業がリサイクル事
業に参入した事例が少ない中で直近では環境意識やSDGsの意識が高い大手、もしくはゼネコン、ハウスメーカー、大手
産廃業者、自治体に対しても営業戦略
を明確化し活動実績を作ることで、類似
の顧客に対してへの販路を拡大していく。

※通常処理が困難な“医療系（注射針）”、“介護系（オムツ）”も
効果的に処理が可能 !!

産業廃棄物は運搬費も高く、
自社ゴミの処分というリーシン
グ形式だと更にコストカットが
可能



7

環境意識やＳＤＧｓの意識が強い企業や自治体を
想定する
● 大手ゼネコン、中堅ゼネコン
● 国及び地方自治体
● 老朽化物件を抱えるオーナー
● 産廃業者 など

また、隣接する伊勢市等では観光地という立地から人
口に対する廃棄物の排出量が非常に多くなっており、
事業拡大に臨んだ際のターゲットとしてこちらもニーズ
に合致している。

※本計画で設置する機器設備に対し、基本的に障害
や運営上の制限がないとした場合

環境意識やＳＤＧｓの意識が強い企業や自治体を
想定する
● 大手ゼネコン、中堅ゼネコン
● 国及び地方自治体
● 老朽化物件を抱えるオーナー
● 産廃業者 など

また、隣接する伊勢市等では観光地という立地から人
口に対する廃棄物の排出量が非常に多くなっており、
事業拡大に臨んだ際のターゲットとしてこちらもニーズ
に合致している。

※本計画で設置する機器設備に対し、基本的に障害
や運営上の制限がないとした場合

既存事業は高単価･単発型であるため、新規事業では継続
的な受注を獲得できるよう、まずは敢えて低価格戦略を採る
ことで自治体にアプローチできるポジションを狙う。将来的には価
格以外の差別化戦略を採ることで高単価を目指した戦略へと
方針を切り替える。

低単価だが安定受
注が可能!

解体業
収集運搬業

高単価

低単価

単発型

新規
事業

産廃処理
リサイクル

現状:縮小傾向

想定顧客とターゲット 事業ポジショニング戦略

選択と集中による計画のリソースの最適化

左図は三重県内における廃棄物の統計調査で
あるが、
商圏である松阪市内は近隣の都市部と比較す
ると最終処分率が非常に高くなっており、
資源化率も非常に少ない。
その分、産廃業者、企業からの排出ゴミの総量、
比率も多い事が読み取れる。

本企画で導入する電子分解炉（ECRMシステ
ム）は前述の通り
非常に高い減容率、処理能力を有した技術で
あり、
既存の一般的処理法や工程と比較し、
効率性、費用対効果面、共に優れており、
他社と比較した際、BtoBに対して明確な
ニーズのキャッチアップが可能です。

そのため事業展開における
選択（優位性を発揮できる商圏）
と
集中（明確な差別化が可能な技術を駆使）
による計画のリソースの最適化が
可能な構想となっております。

継続型

競合他社の動向

活動予定エリアの三重県松阪市内の解体業者12社と当社の比較を行いま
した。
現在、自社内で産業廃棄物処理施設を保有しているのは、「ニチカンコー」と
「ミヤテック」の2社となります。
周辺の同業者はどちらかというと昔ながらの職人気質の業者が多く、本書で挙
げる電子リサイクルシステムの様な最新技術を複合したサービスの提供、となる
と競合となる事はほぼありません。
また、当社が補助事業で採用する電子分解炉による「熱分解」と「製炭炉」
による行う「リサイクル」は廃棄物発生量の減少、低炭素化、再資源化率
向上の観点から大きな競争力を持つことは明白です。



本補助により、初年度に設備投資(27,266,000円)を行い、運営していくことで、
計画実施後で38,798,572円の売上増加を見込めるため、1年間以内で投資費用を回収でき、
本補助事業1年目以降は事業全体において207,347,800円の売り上げに対して35,392,000円の人件費で高い利益
率を見込むことができる。
（売上数値は作業ロスやイレギュラーを想定し、敢えて低く算出している

投資設備 合計¥27,266,000円

本書で立案する産廃処理、及びリサイクル業務工程は、
① 営業努力やスタッフの役務提供に対する依存度が低い。
② 設備の処理能力による寄与度が高い（24時間の連続運転が可能）
③ 市場規模が拡大傾向
であることから、確実な費用回収が可能と考えている。

◇医療系リサイクル:単価￥5000×20ｋｇ/1日×年間250日＝￥2500万
（※1ｌｇあたり処分費の相場は約￥8000前後 ）
◇介護系リサイクル:単価￥1600×50ｋｇ/1日×年間250日＝￥2000万
（※1ｌｇあたり処分費の相場は約￥2000前後 ）
◇その他、解体業務での同業者のリサイクルで年￥1000～1500万を想定
※1）事業体としては今まで処分費を払っていた800万/月程度のコスト解消が可能）
※2）最終処理の業界相場の80%以下の低価格で受注しても高利益が実現可能
※3）導入機器電子分解炉 801型の処理能力は約300ｋｇ/日のため、算出根拠、実稼働に懸念はない

費用対効果

目標と達成手順現状項目
web上での見積り、工程管理システムを導入することにより、対面営業のオペ
レーションコスト（時間、費用、労働力）を削減する。

営業面、施工管理、
顧客管理等のすべ
てを手作業で対応

①業務の大幅
短縮化

-情報発信の手段として、チラシ作成とDM送付の広報を並行して行う。
-IT関連等、専門外の作業は積極的に外部の専門家にアウトソーシングする。
-現在のホームページを改修し、自社サービスの認知度の向上と、発信力の
強化を図り、新規顧客を獲得する。
-顧客との円滑な連携を最優先として考慮する必要があるため、問い合わせ機
能からのSNSの連携、操作性に特化した仕様、またはツールを埋め込み、機
会ロスを防止する。
-情報の更新が簡易となるように、ホームページは SNS と連動した構成とする。
-遠方の顧客の対応もオンラインで行い、商談を行う環境を整備する。
-非対面の販路構築により、物理的接触を減じ、ウイズコロナ、ポストコロナの
時代の要求に対応することが可能となる。

既存顧客、関係者
からの紹介に依存

② 新 規 顧 客
層の開拓

事務処理的な面に
限定されている③IT の活用

営業時等、物理的
接触がある

④新型コロナ
ウイルス感染
症への対策

電子リサイクル
システム
（ERCM）

原稿焼却炉

350円/トン
（25分の1）8,500円/トン

処理コスト
（ランニング

コスト）

ERCM残渣処理
費用は不要
（1,000万円
削減）

人口10万人
の自治体の
場合:
焼却灰
年間400トン

焼却灰
処理費用

具体的目標と達成手順

-3,000

0

3,000

6,000

9,000

12,000

初年度 1年後 2年後 3年後

収

入
支

出

(万円)



（ア）低炭素技術
電子分解炉はその運用に当たり、・排ガスが少なく・補助燃料が不要。また排出後のセラミックス上の灰は、炭素残留量
が極めて少なく、後処理無しにリサイクルが可能。
本企画の事業展開において地域の自立的発展に寄与できるものと考えます。

（イ）デジタル技術
事業を展開するにあり自社内でランディングページを開設し、ウィズコロナ、ポストコロナ時代に沿った対人接触機会減少のた
めにホームページから非対面型の販路を整備していく。情報の更新が簡易となるように、ホームページは SNS と連動した構
成とする。

（ウ）地域経済波及
来期以降、社員10名ほどの採用見込んでおり、本計画のデジタル技術の活用、低炭素技術の活用を通じて地域の雇用
が増え、経済が活性化することにより、地域への人材の流入が継続化することで、地域のイノベーションにも貢献できます。

イ）売上減少要件
現在の事業の状況において前記に示す通り、減少率は要件を満たしております。

ロ）業種転換の要件

事業再構築要件等への当てはめについて

該当すると判断する根拠要件該当要件

過去に提供し た実績はなく、要件を満たします。○①過去に製造等した実績がないこと製品等の新規
性要件

本事業で取得する主な資産 (名称、分類、 取得予定価 格等)
について」に記載のとおり、既存事業とは異なる設 備が必要で要件
を満たします。

○②製造等に用いる主要な設備を変更すること

他社が同時案を展開することはほとんど例がなく、 要件を満たしま
す。

○③競合他社の多くが既に製造している製品等
ではないこと

製品等の性能や効能が定量的に計測できる場合でないため、 必
要要件となりません。

－④定量的に性能又は効能が異なること

既存事業はBtoC、 新規事業はBtoBであり、要件を満たします。
また、上述した実施地域特有のシナジー も期待できます。

○①既存製品等と新製品等の代替性が低いこ
と

市場の新規性
要件

既存事業は主に BtoC、 新規事業は主にBtoBであり、 顧客層
は異なり、要件を満たします。

○②既存製品等と新製品等の顧客層が異なる
こと（任意）

5年後の計画で 新規事業が最も売上高の高い事業となり、 要件
を満たし ます。

○3~5年間の事業計画期間終了後、新たな
製品の属する業種が、売上高構成比の最も
高い業種となる計画を策定すること

売上高構成
比要件

該当すると判断する根拠要件該当要件
要件には該当しません。

ー

令和3年の国による緊急事態宣言に伴う飲食店の時短営業や
不要不急の外出・移動の自粛等により影響を受けたことにより、
2021年1月～8月のいずれかの月の売上高が対前年（又は対
全然年）同月比で30%以上減少していること。

協力金は受領していないため、要件には該当しません。
ー

上記の条件を満たした上で、2021年1月～6月のいずれかの月
の固定費（家賃＋人件費＋光熱費等の固定契約料）が同期
間に受給した協力金を上回ること。

本事業の採択結果に係わらず、継続的に経済産業省ミラ
サポplusから電子申請サポートによって事業財務状況の登
録を行う予定。

〇
データに基づく政策効果検証・事業改善を進める観点から経済産
業省が行うEBPMの取組に対して、採否に関わらず、継続的な情
報提供が見込まれるものであるか。

後述の収益計画により、補助事業終了後5年で付加価値額の年率平均10%以上の増価を見込んでおり、3.0%
以上の増価をクリアする計画である。

ウ）デジタル活用・低炭素技術・地域経済波及などの政策点要件

エ）審査加点要件

オ）付加価値の要件



組織体制図

業務フロー

営業事務

加藤あき、大島千奈美

解体事業者との連携、収集運搬

ボルグランディ―
森崎エドアルド、森崎ダビ

営業、紹介による廃棄物の受け入れ
を行う。

機器装置の管理

佐脇伸幸
グエン ブック ヴィン

※残渣の回収、引き渡し、機器のメ
ンテナンスに関しては交代制で行う

運搬・管理・販売補助
（加藤 幸広）

（株）松阪商事 担当者様
将来的な事業規模の拡大を見越し

た管理補助及び委託

Web制作及び管理
（加藤あき）

（株）タツミプランニング 担当者
事業拡大を想定したweb構築、IT

関連の業務委託

プロジェクト
責任者

加藤 幸広

外注先に依頼します
（カッコ内は社内窓口）

1st STEP
既存の解体事業、
営業、紹介、提携先の介
護事業者より受注を請け
う。（※リーシング提供）

2nd STEP 3rd STEP 4th STEP
収集運搬排出事業者から
出た産業廃棄物の性状を
変えることなく自社内処理
施設へ運搬。

設備内の装置により産業
廃棄物の減容・安定化・
無害化・資源化を行う。

残渣のセラミックはメーカー
の回収保障がついており、
リサイクルお行う。産廃処
理の規約にも抵触しない。

業務体制の整備には十
分配慮しており、提携企
業と円滑な連携をとるた
め、部門毎に適切な業
務分担を振り分け、窓
口となる責任者を配置
しております。
また、専門分野に関して
は実績のある企業に外
注し、生産性向上目指
します。

2.将来の展望

事業に関する具体的な役割、経験、知識部門担当（窓口）機能
業務工程のマニュアルの作成、管理、更新加藤幸弘生産補助
請求、発注、納品書、契約書の作成、発行及びクラウドツールによる社内情報の管理加藤あき事務業務及び外部対応
既存事業の顧客や紹介の販路を活かし営業活動を行っていく立山造営業
就労者のサポート、対外企業との対応佐脇伸幸障害者雇用に関するマネージメント

廃棄物や残渣の保管や運搬、提携企業との連携、マネージメント森崎ミゲル
森崎ルイス収集運搬・管理

ウェブ制作、クラウドツールの管理、運営新規雇用Web制作及び管理

1）社内体制について
申請加点要件である「社内外の体制（補助事業を実施するにあたって社内では誰がどんな業務を担当するのか）」については
導入製品の有能なスペックを活かし、既存スタッフ1名の交代制で製造工程の管理、実施が可能であり、既存事業ので有する
技術やノウハウ、相乗効果も相まって「補助事業実施のための技術的能力が備わっているか」を十分に満たすものと判断しており
ます。また事業が軌道に乗るに伴い、正社員の採用を増やしていき、地域経済の振興に貢献する予定です。

経営課題であった「限定的な労働力」に対しては、高性能の設備導入により必要となる追加的な人的リソースを最小化すること
で対応します。また、既存スタッフの育成とともに、新規採用を行うことで、持続的な経営・成⾧を可能にするとともに、地域の人
的資源を最大限に活かします。

2）社外体制について
■ネット部門の販促、宣伝は松坂商事（株）様へ委託します。既存事業での既存顧客、スポンサーを抱えており、大きな宣伝

効果が見込めます。

経営課題であった「営業力不足」に対しては、実績ある外部企業とも連携することで、ネットを介しての広報も含めて展開し、
知名度向上を目指します。



競争優位性と経営戦略

（ア）自社の独自性を活かせる点
既存事業として建物解体や収集運搬業事業を展開しており、事業関係者や一部設備の流用、産廃に対する知識やノウ
ハウがある。特に現場スタッフの年齢層が若く、体力に自信のある人員が揃っており労働力としては非常に優れていると考え
ております。
外国人労働者の雇用促進、事務スタッフに関しては厳格な採用基準を引く等、社内での個人のスキルと役割体制の整備
を心がけており、リソースの最適化、新しい事業取組へのアプローチについても懸念はありません。

経営課題と対策

（イ）他社との差別化と優位性の確立
特に中小事業者で将来の環境適応まで織り込んだ動きをしているところは商圏の周辺企業にも少なく、上記のポジションを
獲得することで優位性を獲得できる。
本企画の電子分解炉、ECRM技術については競合他社での再現性は極めて低く、明確な差別化が可能です。
また、上記業務効率化からの生産性、費用対効果により、同業他社が新規参入した際にも価格競争で劣る事はないと考
えております。

（ウ）シナジー効果
解体、収集運搬事業で発生した産廃の後工程である産廃処理やリサイクルを新規事業とすることでサプライチェーン拡大を
図り、シナジーを得る。

建設予定地
ファクトリーの建設予定地はを本社敷地内を予定しており、実施構造は計画済み。本社松阪近辺は解体業者、産
廃業者数が多く、事業開始時は地の利を優先する。将来的には拠点を増やす想定。

補助事業年度
電子分解炉など新商品についての理解深めることが第一で、
プレゼン資料や作業工程を整備する。

1年後
2023年3月期

重点地を域選定し成功事例を作ったうえで、大手メーカー、自治体へもアプローチを開始する。2年後
2024年3月期

成功事例の積み上げによる
事業規模、活動エリアの拡大。

3年後
2025年3月期

新たな設備投資、代理店募集や廃棄物種別ごとの部門を設ける等、事業基盤を改めて整備。4年後
2026年3月期

顧客の囲い込みによる収益の安定化を図る。5年後
2027年3月期

アクションプラン

対策課題
環境意識やSDGsの意識が強い大手もしくは中堅ゼネコン、ハウスメーカー、大手の産廃
業者、自治体に対する営業戦略の明確化して活動実績を作ることで、類似の顧客に対
して販路を拡大する。

中小企業がリサイクル事業に参入
した事例が少ない

尚、電子分解炉で発生したセラミックは、メーカー様の回収保障があり、製炭炉で発生し
た炭は食炭や化粧品、販売商品として形状化する技術を持った企業へ売却することが可
能となっているため、出口戦略も整備されており、計画の達成に懸念はない。

ERCM移送にあたっての
技術的な課題

当社は専用設備を提供する”リサイクル業”として事業運営を行います。クライアント企業
様から自社ゴミとしての処分を行っていただきます。また、残渣に関して導入機器はメー
カー様より回収の保証がついており、最終処分等の規制にも触れません。

廃棄物処理法令への適合

システムの開発を前提としたうえで、それを使いこなしていく上での教育システムの構築を
行ないます。実施当初は積極的に専門業務をアウトソーシングし、段階的に事業体内
でのノウハウを蓄積していきます。

インターネット部門の業務への
順応



「電子リサイクルシステム」は小型化が可能なため、以下の分野での有効性が期待されている。
1．外食企業の各店舗での廃棄物処理
2．コンビニ等小型店舗での廃物処理
3．商業ビルのレストランフロアでの廃棄物処理
4．マンション棟での廃棄物処理
5．病院での医療用廃棄物、食品残滓
6．災害地における廃棄物処理（廃棄物の“地産・地処理”）

今回の計画の完遂を前提に、将来的には、今回得られたノウハウを元に
メーカーとも提携し、上記への設置、斡旋も視野に入れていく。

今回導入する“電子分解装置”にてリサイクル技術を確立し、新たに進出するリサイクル業界で独自性をもつこと
でサプライチェーンを拡大、シナジー効果を創出する。

2023年2022年
主幹工 程

2月1月12月11月10月9月8月7月

処理業業務に関して

加藤 幸広提案書等

加藤 幸広現地調査

（株）タツミプランニングプレ訪問

（株）松阪商事スポンサー企業開拓

加藤 幸広業務開始

設備に関して

加藤 幸広機器発注

加藤 あき工事発注

加藤 幸広工場内設備構築

大島千奈美・
（株）タツミプランニング

人員募集

加藤 幸広技術研修等

成⾧戦略

本補助事業では前述した産廃・リサイクル業の運営（第一期）の基盤構築に重点を置いて取組み、
中間処理施設の稼働（第二期:目標）については、許可申請から認可まで時間を要する事と、
電子分解炉が新たに3台、建屋内設備の充実等、追加の相当費用の投資（約8000万円）が必要と
なります。
そのた、現在事業体として月間約500万円弱の解体事業における廃棄コストがかかっており、その解消
で捻出した資金を新たな設備投資へ宛てていく予定で、段階的に綿密な構想を熟慮、計画しております。

本補助事業では前述した産廃・リサイクル業の運営（第一期）の基盤構築に重点を置いて取組み、
中間処理施設の稼働（第二期:目標）については、許可申請から認可まで時間を要する事と、
電子分解炉が新たに3台、建屋内設備の充実等、追加の相当費用の投資（約8000万円）が必要と
なります。
そのた、現在事業体として月間約500万円弱の解体事業における廃棄コストがかかっており、その解消
で捻出した資金を新たな設備投資へ宛てていく予定で、段階的に綿密な構想を熟慮、計画しております。

リサイクル業への進
出

環境に負荷をかけない
電子分解炉を使ったリ
サイクル技術の確立

自社の独自性
を活かす

差別化と優位
性の確保

シナジー効果
創出

既存事業として解体や
収集運搬業事業を展
開しており、既存の関
係者や一部設備の流
用、産廃に対する知
識やノウハウがある。

特に中小事業者で将
来の環境適応まで織
り込んだ動きをしている
ところは少なく、独自の
ポジションを獲得するこ
とで優位性を獲得する。

既存事業で発生した
後の工程である産廃
処理やリサイクルを新
規事業とすることでサプ
ライチェーン拡大を図り、
シナジーを得る。

食品
リサイクル

アライアンス
ネットワーク

有機性廃棄物
のバイオマス資

源化
産業

廃棄物
処理

スケジュール



取得する主な資産の内容
建設又は設置等を行う事業実
施場所

取得予定価格
（税抜き）

建物又は製品等分類（日本標準商品分類、
中分類）

建物の事業用途又は
機械装置等の名称・型番

本社¥7,500,00024112住宅以外の建 築物建屋総工費

¥716,00043 その他の産業用機械コンベヤー装置

¥4,000,00043 その他の産業用機械破砕機

¥14,000,00043 その他の産業用機械電子分解炉 801型

支出計画

（E）積算基礎
（（A）事業に要する経費
の内訳（機械装置名、単価
×数量等））

（C）補助金交付申請額
（（B）補助対象経費×補助率以内
（税抜きの額））

（B）補助対象経費
（税抜きの額）

（A）事業に要する経費
（税込の額）

経費区分

２／３（D）補助率

下図に示す通り¥5,000,000¥7,500,000¥8,250,000１．建物費
¥12,477,333¥18,716,000¥20,587,600２．機械装置・システム構築

費
¥0 ¥0¥0３．技術導入費

¥700,000¥1,050,000¥1,155,000４．専門家経費

¥0 ¥0¥0５．運搬費

¥0 ¥0¥0６．クラウドサービス利用費

¥0 ¥0¥0７．外注費

¥0 ¥0¥0８．知的財産権等関連経
費

¥0 ¥0¥0９．広告宣伝・販売促進費

¥0 ¥0¥010．研修費

¥0 ¥0¥011．海外経費

¥18,177,333¥27,266,000¥29,992,600合計

金額 （円）単価（円）単位数量製品名経費分類

¥7,500,000¥7,500,000式1建屋総工費１．建物費

¥14,000,000¥14,000,000台1電子分解炉 801型

２．機械装置・システム構築費 ¥716,000¥358,000式2コンベヤー装置

¥4,000,000¥4,000,000台1破砕機

¥0¥0／／／３．技術導入費

¥1,050,000¥1,050,000式1コンサル費・外部作業委託費４．専門家経費

¥0¥0／／／５．運搬費

¥0¥0／／／
６．クラウドサービス利用費

¥0¥0／／／

¥0¥0／／／７．外注費

¥0¥0／／／８．知的財産権等関連経費

¥0¥0／／／９．広告宣伝・販売促進費

¥0¥0／／／10．研修費

¥0¥0／／／11．海外経費

¥27,266,000合計

（税抜き）

3.本事業で取得する主な資産



収支計画

5年後4年後3年後2年後1年後
補助事業
終了年度

（基準年度）

直近の
決算年度

¥504,048,788¥466,711,841¥432,140,594¥389,315,850¥350,735,000¥318,850,000¥249,351,050①売上高
¥58,274,731¥53,958,084¥49,961,189¥46,260,360¥41,676,000¥30,200,000¥22,115,567②営業利益
¥55,087,448¥51,006,896¥47,228,607¥43,730,192¥39,396,569¥28,756,620¥23,616,702③経常利益
¥67,385,925¥62,394,375¥57,772,570¥53,493,120¥48,192,000¥37,650,000¥31,462,756④人件費
¥7,150,866¥7,150,866¥7,150,866¥7,150,866¥7,150,866¥7,150,866¥825,627⑤減価償却費

¥132,811,522¥123,503,325¥114,884,624¥106,904,346¥97,018,866¥75,000,866¥54,403,950付加価値
（②＋④＋⑤）

77%65%53%43%29%／／伸び率
1414121210108従業員数（任意）

¥9,486,537¥8,821,666¥9,573,719¥8,908,696¥9,701,887¥7,500,087¥6,800,494従業員一人あたり
の付加価値額
（任意）

26%18%28%19%29%
／／

従業員一人あたり
の付加価値額伸び
（％）

0

100,000,000

200,000,000

300,000,000

400,000,000

500,000,000

600,000,000

通年 基準年度 1年後 2年後 3年後 4年後 5年後

47% 56% 60% 65% 68% 71%

全体売上に対する新事業売上比率既存事業 新事業

合計医療・介護系解体事業廃棄物食品・一般新事業付加分の売上見込み

¥5,791,579¥4,054,105¥1,158,316¥579,158計画実施後の月間売上見込
¥69,498,950¥48,649,265¥13,899,790¥6,949,895基準年度売上見込

¥101,383,950¥70,968,765¥20,276,790¥10,138,395実施後1年目売上見込

¥139,964,800¥97,975,360¥27,992,960¥13,996,480実施後2年目売上見込

¥182,789,544¥127,952,680¥36,557,909¥18,278,954実施後3年目売上見込

¥217,360,791¥152,152,554¥43,472,158¥21,736,079実施後4年目売上見込

¥254,697,738¥178,288,417¥50,939,548¥25,469,774実施後5年目売上見込

売上規模、価格等算出根拠
単価については前述した通りですが、相場の約90％の安価を想定しています。販売単価:

実績データに基づき算出、新規販路による上乗せも想定しております。販売数:

営業日数、収益単価、日販数の見込みに基づき算出しています。売上高:

新規雇用する社員、アルバイトについて賃金上昇を加味して算出しております。販売管理費及び一般管
理費:

建物費、導入する設備については法定耐用年数に基づく減価償却費で算定しております。減価償却費:

コロナ直後の直近決算は売上規模回復の兆しを見せているため、新サービス付加を考慮した
場合、十分実現可能な収支計画であると考えます。

総括:

収益の見込みに対しての数値的根拠

4.収益計画



付加価値額は5年後に77%増、年平均15.2%増加する言画であり要件を満たします。付加価値額増加
事業
適格性

新規顧客開拓に向けた営業など、弊社の弱みになっている部分は外部バートナーと連携します。
社内体制も事業別に責任者を配置し専門人材を組織化しています。財務・資金面でも自己
資金で十分遂行可能ですが必要があれば金融機関確認書の通り調達も可能です。

①事業遂行可能性

事業化点

松阪市における競合他社状況を調査したところ、自社内で処理施設を保有するのは現在2か所
のみであり、またその処理方法は“燃焼”による。昨今の環境に対する負荷軽減のためにも当社の
採用する熱分解方式は市場優位性を持つ、と考えております。

②市場性

松阪市初となる熱分解方式の産廃処理施設、また価格自体も一般的な処理費用よりも15％
程度安く設定しているため競争優位性は高いものとなっています。またスケジュールについては、各
分野のベテランを配したプロジェクト体制を組むことで遅延なく導入・運営を行います。

③競争優位性、収益性、方法スケシ・
ユール具体性、課題と解決

27百万円の投資に対し5年後以降は年間2億円以上の営業利益を達成する見込みであり費
用対効果は高いと考えます。上記の通り既存事業とのシナジーが高いと考えます。④費用対効果、既存事業とのシナジー

電子分解炉を使用したリサイクル事業は松阪市でははじめてとなります。リスク軽減のため、本
補助事業では最低限の投資を行い、その後ノウハウを積みながら事業拡大する段階で、最終
構想に必要な他設備の導入を行います。

①指針適合性リスクティク・大胆

再構築点
コロナ禍で売上が減少している中で、本補助事業による付加価値向上は必須となっています。②再構築必要性・緊要性

自社の強みを活かし新たに進出したリサイクル業を既存事業と一体運営することによる業
務効率改善により、リソースの最適化が図れる。③強み用・リソース最適化

デジタル活用による非対面での販路拡大と低炭素リサイクルによる事業拡大により地域の雇用
増、経済の活性化により地域のイノベーションに貢献できると考えています。④地域イノベーシ

デジタル活用による非対面での販路拡大と電子分解炉による低炭素技術の活用、により地域
経済の成⾧をけん引いたします。

①デジタル・低炭素・経済社会に重要な
技術の活用と経済成⾧貢献

政策点

コロナ禍で打撃を受ける解体業界を盛り上げるため、積極的に事業を展開します。②コロナからの回復

電子分解炉によるリサイクル処理は環境面で大きな注目を浴びており、SDGsの観点からも今
後大きく拡大していく潜在性をもつと考えます。③グローバルニッチトップ潜在性

事業拡大による地域の雇用増、地域経済の発展に貢献します。④地域経済の発展

当社が導入する電子分解炉によるリサイクルシステムにより関わりを持った環境意識の強い事業
者との連携で生産性向上につながる可能性は高い。⑤複数事業者連携経済波及効果

資金の調達先事業に要する経費(円)区分

／¥11,815,267自己資金

右表のとおり(C) ¥18,177,333補助金交付
申請額

／借入金

／その他

／(A) ¥29,992,600合計額

資金の調達先事業に要する経費(円)区分

／¥18,177,333自己資金

／借入金

／その他

／合計額

<補助事業全体に要する経費調達一覧> <補助金を受けるまでの資金>

事業が地域経済へもたらす効果、社旗貢献性
社会資本をフローとして使いつぶすのではなく、ストックとして有効利用する社会に変わっていくためにメソッドを産廃を最小限にす
るという観点から提供することでこれからの地方社会の在り方を示す。

新事業に対する決意
私は、解体工事業を２０年以上しています。近年処分場は、埋め立て容量が満杯になりつつあり、環境問題とされています。
汚水の処理や漏えい防止で最新設備や工夫を駆使するなどし、環境に配慮した構造となる産業廃棄物最終処分場を創り上
げたいと思っています。

最後に（事業が地域経済へもたらす効果、社旗貢献性、新事業に対する決意）

資金調達先の詳細に関して、基本的には自己財源を充てる予定をしておりますが、必要があれば金融機関確認
書の通り調達も可能です。
また、本計画については親交の深い企業様と実施内容についての相談をしてをしており、前向きに支援する旨の回
答も得ています。

＜補助金を受けるまでの資金＞

採点項目のまとめ


